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Ⅰ 東京都の介護人材を取り巻く状況



（出典）東京都高齢者保健福祉計画（平成30年度～平成32年度）

①
② ② 2030年に

は都民の
4人に1人
が高齢者
になる見
込み

（注）（ ）内は総人口（昭和60年～平成27年の総数は年齢不詳を含む。高齢化率の算出には分母から年齢不詳を除いている。）
1万人未満を四捨五入しているため、内訳の合計値と一致しない場合がある。

◆ 2015年の国勢調査によると、東京都の高齢者人口（65歳以上）は約301万人（高齢化率22.7％）
◆「団塊の世代」が後期高齢者となる2025年には約326万人（高齢化率23.3％）、2030年には
約339万人（高齢化率24.3％）

人口の推移（東京都）

※高齢化率＝総人口に占める割合
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高齢者人口（65歳以上）の増加率・増加数の推計値（2015年→2025年）

後期高齢者人口（75歳以上）の増加率・増加数の推計値（2015年→2025年）

◆2015年から2025年までの高齢者人口と後期高齢者人口の増加率を都道府県ごとに見ると、東京都は
47都道府県中それぞれ11位と12位

◆一方、増加数を見ると、東京都はともに全国1位

高齢者人口の都道府県比較

増加数
全国１位と
予測
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2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

（倍）

全国（職業計）

全国（介護関連職種）

東京都（職業計）

東京都（介護関連職種）

資料：厚生労働省職業安定局「職業安定業務統計」

◆少子高齢化による労働力人口の減少や、他業種の求人状況の動向に影響され、2018年度の東京都に
おける介護関連職種の有効求人倍率は6.77倍と、全職業の1.87倍を大きく上回っており、人手不足
がますます深刻化

有効求人倍率の推移（東京都）
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中長期的な視点で介護人材の確保・定着・育成対策を総合的に推進していく必要がある。

需給ギャップを埋める
必要がある。

2015年度 2020年度 2025年度

◆都内における介護職員数は、2025年度には、約3万5千人の介護職員の不足が見込まれる。
（中位推計）

介護人材の需給推計（東京都）

※中位推計＝総合事業の事業者数（要支援1・2）の一部を需要に含めて推計した場合
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Ⅱ 東京都における介護人材対策の取組



２０１９年度東京都における介護人材対策の取組について

育成 定着

育成・定着含

キャリアパス導入

■現任介護職員資格取得支援事業

資質の向上

■東京都介護職員キャリアパス導入促進事業

導入前 導入中 導入後

アセッサー講習受講支援
人事制度改善等支援

キャリアパス導入促進事業 専門人材育成・定着促進助成

■代替職員の確保による現任介護職員等の
研修支援事業

■介護職員スキルアップ研修事業

■介護職員等によるたんの吸引等研修事業

労働環境の改善

～住宅費の負担軽減～

■東京都介護職員宿舎借り上げ支援事業

確保含

～業務の効率化～

■次世代介護機器の活用支援事業

■ICT機器活用による介護事業所の負担
軽減支援事業

■介護保険施設等におけるICT活用促進
事業 新

確保

多様な人材の参入促進

区市町村の取組支援

■介護人材確保対策事業

■介護職員奨学金返済・育成支援事業

■介護講師派遣事業

～学生、主婦、元気高齢者及び離職者等向け～

～新卒者等若者向け～

～定年退職者等シニア向け～

職場体験 資格取得支援 就業促進事業

■区市町村介護人材緊急確保対策事業

育成・定着含

育成・定着含

外国人材の受入れ環境整備

■外国人介護従事者受入れ環境整備事業

外国人受入れ
セミナー

外国人介護職員
指導担当者研修

介護施設等による
留学生受入れ支援

■経済連携協定等に基づく外国人介護福祉士候補者受入れ支援事業

■外国人技能実習制度に基づく外国人介護実習生の受入支援事業

拡

拡

拡

新

■東京都介護職員宿舎借り上げ支援事業
（区市町村包括補助事業） 定着含

拡 :拡充 新 :新規

■喀痰吸引等登録研修機関開設準備経費
支援事業

その他

■東京都介護人材総合対策検討委員会の運営 新

介護現場の体験者に対して、資格取得から就労まで一貫して支援

奨学金返済相当額の手当支給と、計画的な人材育成に取り組む
事業者を支援

企業等が退職前の従業員等に対して、介護に関する研修を実施す
る場合に、介護福祉士養成施設等から講師を派遣

「介護キャリア段位制度」を活用し、職責に応じた処遇を実現するキャリアパスの導入に取り組む事業者を支援

事業者（＊）が職員宿舎を借り上げる場合の経費を補助
※福祉避難所の指定等が要件

第8期計画の改定を見据え、各区市町村が策定する計画との連携を図りながら、中長期的な介護人材対策を検討

職員の介護福祉士国家資格取得にかかる経費を事業者に補助

職員が研修に参加する場合に、代替職員を派遣

医学的知識や高齢者特有の身体的特徴等に関する研修
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国の地域医療介護総合確保基金を活用
※入門的研修も補助対象



２０１９年度東京都における福祉人材対策の取組について
分類 事業名 対象 事業概要

東京都福祉人材対策推進機構の運営 関係団体
福祉事業者、職能団体、養成施設、就労支援機関、区市町村等行政機関などの参画を得て、福祉人材センターと連携し、多様な人材が希望す
る働き方で福祉職場に就業できるよう、福祉人材対策の課題や人材の確保・育成・定着のための具体策の検討を行う。

無料職業紹介事業
求職者・
求人事業者

職業安定法第33条に基づき、福祉分野の就職相談、求人求職紹介・あっ旋を実施（東京都福祉人材センター（飯田橋）及び多摩支所（立
川）の２か所で実施）

福祉の仕事就職フォーラム 求職者 都内で福祉施設・事業所を運営する法人が出展する大規模合同就職説明会を開催

地域密着面接会 求職者 区市町村社協やハローワーク等と共催し、身近な地域で福祉の仕事をしたい人を対象に、各地域の事業所による相談面接会を実施

マッチング強化事業 求職者
①ハローワーク、社協、学校等に人材センター職員が赴き出張相談を実施
②無資格者・未経験者向け職場見学ツアーを実施　　など

助成金付インターンシップ事業 一般大学の学生等
一般大学の学生等に対して、福祉職場（全分野対象）を良く知る機会が得られ、福祉職場に対する就業意欲を高めるよう、インターンシップ
の機会を提供し、参加学生に助成金を給付

介護福祉士等修学資金貸付制度
養成施設
在学生

介護福祉士・社会福祉士養成施設又は実務者研修施設に在学する者に対して修学資金等を貸付

ＴＯＫＹＯ働きやすい福祉の職場宣言事業 求職者
人材育成、キャリアパス、負担軽減等、働きやすさの指標となる項目を明示した「働きやすい福祉の職場ガイドライン」を踏まえた職場づく
りに取り組むことを宣言する事業所の情報を公表することで、働きやすい事業所の「見える化」を促進し、福祉人材の確保を推進するととも
に、福祉業界全体の職場環境の向上を図る。

離職介護人材再就職準備金貸付制度
求職者

（経験者）
離職した介護人材が介護職員として再就職する際に必要な資金（上限40万円）を貸付け、継続して２年間介護業務に従事すると返還免除

キャリアカウンセリング
求職者

（経験者）
就職を希望する介護福祉士等の有資格者を対象に、就職支援アドバイザーが、キャリアカウンセリングや就職支援セミナーを実施

福祉の仕事イメージアップキャンペーン 一般都民 多様な媒体を活用し、福祉の仕事の魅力を発信するキャンペーンを展開

次世代の介護人材確保事業 小中高生 小中高生等に福祉の仕事への興味・関心をもってもらうため、中学・高校への学校訪問セミナーや福祉施設における職場体験を実施

専門員による人材の開拓 大学生等
様々な世代の方に福祉職場に就業する意欲を持ってもらえるよう、専門員を配置し、大学や関係機関等へ働きかけ、福祉職場の魅力ややりが
いを発信

東京都福祉人材情報バンクシステム「ふく
むすび」等による情報発信

福祉職場に関心の
ある方

福祉分野に多様な人材を確保するため、福祉職場に関心のある方に、東京都福祉人材情報バンクシステム「ふくむすび」（Webサイト）へ
の登録を促し、福祉事業者の職員募集や職場環境等に関する情報、都・区市町村の資格取得等に関する支援策や研修・イベント等の情報を発
信

福祉人材確保ネットワーク事業 求職者 都内の社会福祉法人等がネットワークを組んで、合同研修・法人間人事交流を実施

人材定着・離職防止相談支援事業 従事者等 社会福祉事業従事者を対象に、職場や仕事等に関する相談を受け付ける横断的な相談窓口を設置

コーディネーターによる事業者支援
小規模の
事業所

働きやすい職場環境づくりを促進するため、事業者支援コーディネーターによる事業者訪問等により福祉事業者の取組を支援

福祉・介護就労環境改善事業（包括補助事
業）

区市町村
福祉・介護人材の確保・定着のため、介護ロボットの導入やＩＣＴの活用により職員の負担を軽減し就労環境を改善する福祉・介護事業所の
取組に対して補助を行う区市町村を支援

登録講師派遣事業
小・中規模
の事業所

小中規模の福祉・介護事業所の従事者の資質向上を図るため、介護福祉士養成学校等の講師を派遣して、出前研修を実施

研修実施サポート事業
小・中規模
の事業所

事業所からの研修に関する相談に対し、研修アドバイザーによる支援を実施

スキルアップ・定着支援推進研修等事業
（包括補助事業）

区市町村 福祉人材の資質向上及び確保・定着を図るため、地域の実情に応じた研修や人材確保の取組を実施する区市町村を支援

確保

再就職
支援

普及
啓発

定着

育成

9



10

Ⅲ 東京都における入門的研修の取組

① 【企業向け】介護講師派遣事業
② 【教員向け】介護における入門的研修
③ 各区市町村における取組



主に退職前の従業員に対して、介護の魅力を伝え、介護技術の修得等をしてもらう
ことで、介護業務への参入のきっかけを作る。

目 的

概 要
①都内の企業等が、主に退職前の従業員に対して、介護技術等に関する研修等を
実施する場合に講師を派遣し、介護の魅力を伝える。

②研修受講者が希望する場合には、就職等支援を実施する。

介護福祉士
養成施設等

株式会社Ａ

株式会社Ｂ

株式会社Ｃ

講師派遣・研修実施

研修受講生
Ａ

介護現場等への就労・
ボランティア等

Ｂ

Ｃ

参入

就職等支援の実施

例：・介護の職場体験の案内
・就職等に関する情報提供 等

支援

講師派遣 就職等支援① ②

①【企業向け】介護講師派遣事業

イメージ
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企業の人事・福利担当者へのご案内



ご要望に応じたカリキュラムの設定

例 株式会社Ａ

株式会社Ｂ

全講座を受講す
るのは難しいの
で、半日で学べる
講座を受けたい。

項目 内容（例）

1 介護に関する基礎知識 介護保険制度や相談先を知る

4 認知症の理解 認知症の基本的な知識を知る

3 基本的な介護の方法 介護のポイントを知る

半日（3時間）コース

項目 内容（例）

1 介護に関する基礎知識
介護保険制度や相談先を知る

仕事と介護の両立を図る

3 基本的な介護の方法 介護のポイントを知る

1日（6時間）コース

従業員の関心が高
いので、多くの講座
を受講したい。

要望

要望

項目 内容（例）

1 介護に関する基礎知識 介護保険制度や相談先を知る

4 認知症の理解 認知症や対応方法を知る

3 基本的な介護の方法 介護のポイントを知る

7 介護職として働きたい方のために 介護の資格、取得方法、体験のご案内

項目 内容（例）

1 介護に関する基礎知識 介護保険制度や相談先を知る

4 認知症の理解 認知症や対応方法を知る

3 基本的な介護の方法 介護のポイントを知る

7 介護職として働きたい方のために 介護の資格、取得方法、体験のご案内

2日コース

半日（3時間）コース

例①

例②

例③

例④
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研修受講者が介護保険施設及び事業所で、介護職やボランティア等として活躍できるように、
東京都福祉人材センターにおいて、以下の
就職支援を実施

○介護の職場体験及び介護の資格取得
方法等の案内

○東京都福祉人材情報バンク「ふくむすび」
への登録

○研修受講者への就職等に関する情報
提供

○ボランティア及び市民活動センター等に
関する情報提供 等

ボランティアに参加し
てみたい！！

介護の職場体験に
参加してみたい！！
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平成３０年度 介護講師派遣事業の実績 全受講者アンケート結果

〇実施回数：19回 〇受講人数：690名 （うちアンケート回答者は625名）

大変良くなっ

た

32%

やや良くなっ

た

44%

変わらない

23%

未記入

1%

【大変良くなった】【やや良くなった】
・介護の具体的な仕事内容をきけて、マイナスイメージが少し払拭しました。
・以前から介護の話、勉強をしてみたいと思っていましたので、とても良かったと思います。簡単な資格が取れたらいいですね。短時間(日数)で。
・介護職に残業が少ないらしいことを知ったので６０～６５才過ぎてから働けるかもと思いました。
・介護の仕事に興味をもてた
・20年前にホームヘルパー2級を取ったが、今では色々と変わっているので勉強になりました

問１．本研修を受講し、介護に関するイメージに
変化はありましたか。

大変関心

を持った

18%

やや関心を

持った

43%

どちらでもな

い

23%

特にない

5% 未記入

11%

問２．本研修を受講し、介護分野に興味・関心を
持ちましたか。

問３．（問２で「大変関心を持った」「やや関心を持った」と回答した380名
のみに質問）将来、介護分野でやってみたい内容を教えてください。

【複数回答可】

問４．本事業について、ご意見、ご要望がございましたらお聞かせ下さい。

・リタイアした後に、どのような介護分野で仕事（関わり)があるのか
興味がある。
・ステップアップとして、介護が必要な方を、介護研修をしてみたい
・「入門的研修」の上も受講してみたいです。
・働きながら介護施設の職場体験(1～2週間)できる休暇制度を
各企業でつくってほしい。

⇒受講者の76％
（625名中472名）が
「イメージが良くなった」と
回答

⇒受講者の61％
（625名中380名）が
「介護分野に興味・関心
を持った」と回答

介護施設等でのボランティア活動 140名

介護の資格取得（介護職員初任者研修等） 110名

介護施設等での職場体験 105名

介護分野に関する就職説明会の参加 33名

ふくむすびの登録 21名

介護施設等に就職 7名

その他 29名

受講者の年齢構成

20代

4%

30代

10%

40代

30%50代

49%

60代以上

5%

不明

2%
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②【教員向け】介護における入門的研修

平成30年度

実 施 日 ： 平成30年12月10日
対 象 者 ： 都内の都立学校の教員 （教育庁に協力を依頼）
参加人数 ： 25名

令和元年度

実 施 日 ： 令和元年８月１日
対 象 者 ： 都内の都立学校及び私立学校の教員

（教育庁及び生活文化局に協力を依頼）
参加人数 ： 31名

実施日を夏休み期間中に変更、私立高校教員に対象拡大

「介護に関する入門的研修に係る協力依頼について」（平成30年7月12日厚生労働省社会・援護
局福祉基盤課福祉人材確保対策室事務連絡）（文部科学省初等中等教育局教育課程課・同局児
童生徒課産業教育振興室宛て）及び有識者からの意見を踏まえ、実施

研修終了後は、高校生も申込
可能な「職場体験」や「資格取
得支援」、介護のしごとに興味を
持ってもらうための中学・高校へ
の「学校訪問セミナー」など、都

の事業をPR



平成３０年度 教員向け研修の実績 受講者アンケート結果 ※「全受講者アンケート」からの抜粋

〇受講人数：25名（全員がアンケート回答）

【大変良くなった】【やや良くなった】
・ 実際の介護士の仕事を知ることができ、マイナスイメージがよくなった
・ 素人にもわかりやすい内容でとてもためになる内容だった。介護の重要さを認識することができた。
・ 授業の中での活用を考えている。大変なイメージが強かったですが、やりがいのある仕事だということを強く感じました。
・ 生徒への指導のベースとして活用したい。これから本当に必要とされている大事な仕事と感じた。

問１．本研修を受講し、介護に関するイ
メージに変化はありましたか。

問２．本研修を受講し、介護分野に興
味・関心を持ちましたか。

問３．（問２で「大変関心を持った」「やや関心を持った」と回答した21名
のみに質問）将来、介護分野でやってみたい内容を教えてください。

【複数回答可】

問４．本事業について、ご意見、ご要望がございましたらお聞かせ下さい。

・今回のような内容をぜひ子どもたちにきかせたいと思いました。
・強い思いをうかがえ、授業（家庭科）内でエッセンスとしていた
だきます。
・機会があればこのような事業での研修はまた受けたい
・こういう研修を増やして欲しいです
・生徒に介護の仕事をすすめるためには介護職員の現状をもう
少し把握したい。

⇒受講者の68％
（25名中17名）が
「イメージが良くなった」
と回答

⇒受講者の84％
（25名中21名）が
「介護分野に興味・関心
を持った」と回答

大変良く

なった

28%

やや良く

なった

40%

変わら

ない

32%

大変関

心を

持った
36%

やや関

心を

持った
48%

どちらで

もない

4%
未記入

12%

介護の資格取得（介護職員初任者研修等） 11名

介護施設等でのボランティア活動 9名

介護施設等での職場体験 6名

介護分野に関する就職説明会の参加 2名

介護施設等に就職 2名

ふくむすびの登録 1名

その他 4名

【学校種別内訳】

【主な担当教科】

小学校 ４名
中学校 ７名
高校 ８名
特別支援学校 ６名

家庭 ８名
養護 ３名
英語、数学、体育、
福祉、全科

各２名

17
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実施主体 委託先 開催日時 受講定数

１ 新宿区 未定
令和元年１０月～１１月開催予定

６日間（計２４時間）
50名程度

２ 墨田区 プロポーザルにより決定 未定 30名

３ 大田区 公益財団法人 9月29日 30名

４ 世田谷区 社会福祉事業団 9月4日～10月2日 20名程度

５ 北区 未定 未定 未定

６ 練馬区 株式会社 11月 未定

７ 葛飾区 介護サービス事業者協働組合
①9/24～27 ②10/28～31
③11/26～29 ④1/27～30

各20名

８ 江戸川区 学校法人
①9/24～25 ②11/25～26
③1/15～16 ④2/12～13
⑤2/19～21

各40名

９ 八王子市 公益社団法人
9月～10月(全5回)
1月～2月（全5回）

各50名

10 町田市 介護サービスネットワーク
①10/10,17,24,31,11/7
②２月

各40名

11 三鷹市 社会福祉事業団 10月17,24,31 30名

１ 国通知に基づく研修 （令和元年７月１日現在）

③各区市町村における取組（実施済又は実施予定）

18



２ 自治体独自研修 （令和元年７月１日現在）

19

介護予防・日常生活支援
総合事業の担い手研修等
との整理が必要

実施主体 委託先 開催日時 受講定数

１ 江東区 株式会社
【前期】9/5,9/8,9/28,9/30
【後期】未定

各回
20～30名

２ 練馬区 株式会社 ①6/25～6/28 ②９月 各80名

３ 武蔵野市 公益財団法人
第1回 6/14～7/8
第２回 未定

24名

４ 狛江市 社会福祉協議会
①6/17～6/19 ②10/9～10/11
③2/17～2/19

20名

５ 日野市 株式会社
前期：8/31,9/1,9/7,9/8
後期：12/4～6,9

50名

６ 東久留米市 株式会社
①7/4,5,9,12
②11/21,26,27,28

各50名

７ 羽村市 学校法人 6/19.6/26.7/3 30名



【八王子市】ゼロから学ぶ、介護のしごと入門研修

20

（出典）平成31年2月13日開催「福祉人材対策区市町村連絡会」における八王子市事例発表資料



ゼロから学ぶ、介護のしごと入門研修 特徴

• 厚労省 介護に関する入門的研修に位置付け

→ 修了者は初任者研修の一部免除

• 入門的研修21hに独自科目を追加

→ 高齢者とのコミュニケーション 3h

• 研修＋就職相談会

→ 介護人材確保に直結！

21
（出典）平成31年2月13日開催「福祉人材対策区市町村連絡会」における八王子市事例発表資料



ゼロから学ぶ、介護のしごと入門研修 実績

22

年度・回 29年度 第1回 29年度 第2回 30年度 第1回 30年度 第2回

開催月・曜日
時間帯・日数

7月 平日
昼間 4日間

10月 平日
昼間 4日間

10～11月 平日
昼間 6日間

1～2月 土曜
昼間 5日間

申込者数／定員 65人／50人 49人／50人 32人／50人 38人／40人

修了者数 47人 35人 23人
(基礎6、基礎+入門17)

28人
(基礎3、基礎+入門25)

就職者数 3人 6人 3人
※平成31年3月31日現在

2人
※平成31年3月31日現在

就職相談会
参加事業者数

20社 18社 19社 14社

備考 市独自研修「介護スタッフ入門講座」として実施 ★厚生労働省「介護に関する入門的研修」として実施

就労のため

26%

家族の介護

に活かす

ため
20%

知識を得た

い・深めるた

め
28%

社会参加の

きっかけに

するため
21%

その他

5%

30年度第1回：研修受講理由

20%

20%

15%

15%

10%

10%

5%
5%

29年度第2回：就労の決め手となった要素

事業所の雰囲気

通勤のしやすさ

面接した職員の人柄

働き方（時間）の融通がきく

給与、時給などの条件

事業所の方針や理念

事業所の教育体制

仕事の内容

（出典）平成31年2月13日開催「福祉人材対策区市町村連絡会」における八王子市事例発表資料（一部更新）


